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                                                            ２０１２年７月１３日
各　地方本部・単組・総支部　執行委員長　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自治労北海道本部
                                                        執行委員長　山　上　　潔
政府「エネルギー・環境会議」の「エネルギー・環境にする選択肢」に対する取り組みについて
　
日ごろのご健闘に心から敬意を表します。
　6月29日、政府の「エネルギー・環境会議」は、将来的なエネルギー計画の選択肢（「ネルギー・環境に関する選択肢（資料１）」を提示しました。2030年までの日本のエネギー政策の方向が3つの選択肢として示されています。
　その内容は、2030年の原発依存を
　　①　0%「ゼロシナリオ」　→　唯一脱原発の計画
　　②　15%「15シナリオ」　→　原発を温存する計画
　　③　20~25%「20~25シナリオ」　→　新規を含め原発推進の計画　としています。　
政府は、稼働して40年で廃炉にする政府方針通りであれば、原発比率は15%程度にがるため、原発依存「15シナリオ」を選択すると考えられます。原発依存「15シナリオ「20~25シナリオ」は、2030年以降も商業用として継続し、「15シナリオ」においても働率によっては原発新設の可能性があります。
また、核燃料サイクル政策については、原発依存「0シナリオ」では「使用済み核燃を直接処分する政策を採用する」としていますが、「15シナリオ」「20~25シナリオ」もに「再処理・直接処分がありうる」としており、「全量再処理を否定しない」ものとっています。これは、六ヶ所の再処理工場において使用済み核燃料からプルトニウム分を続けていくということを意味しており、政府がどう否定しようとも「核兵器保持」のにつながるものです。原子力基本法に政府が挿入した「わが国の安全保障に資する」とう文言は、「核抑止力」を想定し「非核三原則」に抵触することは明らかです。
これに対して、平和フォーラム、中央本部では2030年原発依存「ゼロシナリオ」し選択肢はないものと考え、政府エネルギー・環境会議「意見募集」に対するとりくみを記のとおりすすめることとしますので、各地方本部・単組・総支部での取り組みを要請します。
                                      記
１．「パブリックコメント」への取り組みについて
　(1)対象　各地方本部、単組、総支部、組合員
　　　パブリックコメントの結果について集約結果が公表され、政府としての判断にもきく影響しますので、全単組・総支部の取り組みと合わせて、多くの組合員にゼシナリオの意見投稿をお願いします。
　(2)　以下の意見を参考に、「ゼロシナリオ」の実現に向けたコメントとします。
　○　「3.11福島原発事故」で明らかなように、原発の危険性から私たちの命を守るに「ゼロシナリオ」しかありません。原発を稼働し続けることは、将来にわたって危な放射能を残すことであり、使用済み核燃料の処分技術や処分場所も不確定な中で原発を稼働させることはできません。自然エネルギーへの政策転0換を図るべきです。　○　地震国日本では、近い将来にも大規模な地震が想定されています。その中で、原の安全性を確保することは不可能です。「ゼロシナリオ」しか私たちに安全を確保る道はありません。
　○　放射能汚染は、長期間にわたって私たちの生活環境を奪ってしまいます。故郷や用を失い、「命」が脅かされている福島県民のことを考えれば、原発をなくすこと重要であり「ゼロシナリオ」しか選択肢はありません。
　○　福島原発事故の教訓から「ゼロシナリオ」を決定し、自然エネルギーの拡大に努すべきです。原発立地市町村には新しい地域経済復興の施策を実現することを求めす。
　(3)　方法は以下のとおりです。
　　エネルギー・環境会議のＨＰ
　　　http：//www．npu．go．jp/policy/policy09/archive01．html
　　から、「パブリックコメント」を開きます。
　　①　HP入力の場合
　　　「御意見の入力は、こちら」をクリックして必要事項を入力します。
　　②　FAXの場合
　　　「専用FAX様式は、こちら」から用紙をダウンロードし、専用FAX様式に記入後専用FAX番号　０３－６３６８－９４６０（「エネルギー・環境の選択肢」に対するパリックコメント受付係）へ送付します。なお、用紙はPDFで添付しています。
　　③　郵送の場合
　　　「専用F郵送様式は、こちら」から用紙をダウンロードし、専用郵送様式に記後、以下の住所へ郵送します。なお、用紙はPDFで添付しています。
　　　　〒100-8779　東京都中央区銀座８丁目20-26
　　　　　　　郵便事業株式会社　銀座支店留　エネルギー・環境会議事務局
　　　　　　　「エネルギー・環境の選択肢」に対するパブリックコメント受付係
　　④　提出期限は、７月３１日（火）１８時までです。
(4）取り組み結果の報告について
取り組みの報告を求めますので、別紙報告書により総合政策局（中村、玉井）で送付してください。
２．「エネルギー･環境の選択肢に関する意見聴取会」への取り組みについて
　(1)　札幌市を含め全国１１都市で開催されます。道内は以下の通り札幌市のみでの催になります。各単組から積極的に参加の応募をし、参加にあたっては「ゼロシリオ」実現に向けて意見表明をお願いします。
　(2)札幌意見聴取会
　　①日時　２０１２年７月２２日（日）時間調整中
　　②会場　札幌第一合同庁舎　札幌市北区北８条西2丁目
　　③締切　２０１２年７月１８日（日）１７：００まで
　　④ホームページ「http：//kokumingiron．jp/」から、札幌会場に申し込みしてください。
以　上
「エネルギー・環境に関する選択肢」に対するパブリッコメントの取り組み報告書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
「エネルギー・環境に関する選択肢」に対するパブリックコメントの取り組み報告書
道本部政治部(中村・玉井)行き
FAX　011-700-2053                             　　    　
　　地方本部名　　　　　　　単組・総支部名　　　　　　　　　　
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※送付を行った場合は「○」を記入してください。
※評議会、青年部・女性部などの機関が取り組みを行った場合は、備欄に機関名を記入してください。
